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専門家の登録・活用について（案） 

 

１  情報発信サイトについて 

● 講習修了者のうち、企業等に対するコンサルティング業務を希望する

者の氏名等の情報を掲載・発信するもの 

● 情報発信サイトの掲載情報について 

（講習修了者の情報） 

   ・氏名 

   ・講習機関名及び講習名 

   ・講習修了年度 

   ・事務所の所在地等（都道府県名まで） 

   ・主な資格 

・講習修了者のホームページ等へのリンク 等 

（その他の情報の例） 

   ・厚生労働省が確認した講習機関一覧 

・診断指標 

    ・助成金情報 

    ・トピックス（法令改正等の新着情報） 

    ・よくある質問 等 

としてはどうか。 

● サイトに掲載する内容は定型的なもので真正さが確認できるものとし、

各講習修了者が更なる自己ＰＲをする場合は、自身のホームページへの

リンク等により行う。ただし、当該リンクはサイト管理者がその記載内

容について責任を負わない旨の断り書を入れる。 

 

２  情報発信サイトの運用方法について 

  ● 講習修了者のうち、希望する者の申請により掲載する。 

  ● 申請者はサイトへ掲載する情報の真正さを証明する資料の添付を行う。 

  ● 氏名等の変更があった場合は、講習修了者から変更届を提出させる。 

  ● 著しい不正・非行行為のあった講習修了者については、サイトへの掲

載を取消す。 

 

資料６ 
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３  専門家の活用について 

  ● 今後の課題として、仕事と生活の調和を推進するための支援窓口を設

け、常時、講習修了者の情報を収集するほか、法令改正等の必要な情報

及び仕事と生活の調和に関心のある企業の情報を提供することについて

検討することとしてはどうか。 

  ●  また、仕事と生活の調和推進の実施は、自治体やＮＰＯでも取り組ま

れることから、これらに対して専門家の活用を働きかけることとしては

どうか。 
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（参考）高度熟練技能者の認定者データベース 

（中央職業能力開発協会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）「高度熟練技能者」とは、機械では代替できない高度な技能を駆使して、

高精度・高品質の製品等を作りだすことができる技能者、または機械が作りだ

す製品と同等以上の高精度・高品質の製品を作りだすことができる技能者のこ

とをいい、中央職業能力開発協会に設置する各界の専門家による高度熟練技能

審査委員会において書面審査し、中央職業能力開発協会で認定している。 

 

本事業により認定された高度熟練技能者を、認定年度、業種、職種などから検索できます。 

 

■検索条件（複数の条件を設定することで、検索結果を絞り込むことができます） 

 

□認定年度 ─── 
 

Search
 

□業種 ─── 
 

□職種 ─── 
 

□地域 ─── 
 

 

(1)このプロフィールの内容は、当該本人あるいはその所属企業からの申し出等により、予告

なしに変更される場合があります。 

(2)このプロフィールは高度熟練技能者に対する社会的認知度の向上や今後の活躍の場の

提供に資するために、当該本人及びその所属企業等の任意の協力を得て収集したもので

す。 

(3)いかなる形態であっても掲載情報の編集加工、転載、再配布及びそれに準ずる行為を禁

止します。 
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（詳細情報表示） 

■詳細情報表示 

氏名 フリガナ 認定年度 年齢 

桜井 寛 サクライ ヒロシ 平成 12年度（前期） 53 

所属企業名 申請都道府県 

フォーミックス

（株）  
愛知県 

 

業種 職種 

一般機械器具製造 溶接 

得意とする技能等 

工作機械用鋼板ベッドを材料展開から溶断、穴明、溶接、焼鈍後の処理、全てひとりで、高精度に効率よく生産出来

る。 

主な資格取得 

1級板金技能士（工場板金）（S52） 

ガス溶接技能講習修了証（S42） 

危険物取扱者免状乙種第 4類（S47） 

特定高圧ガス取扱主任者（S49） 

職業訓練指導員免許（S50） 

アーク溶接許可証（S53） 

床上操作式クレーン資格 5ｔ以上（H3） 

職長安全衛生教育修了証（H5） 

主な表彰、技能競技大会歴等 

.  
 

 

注１) 年齢は、平成１３年度までの認定者は、平成１４年１０月１日現在、平成１４年度以降の認定者については、認定時のもの

を記載しています。 

注２) 所属企業名欄において［ ］内の企業名は、認定時に在籍していた企業名を示します。 


